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研究代表者 神﨑 恒一 杏林大学医学部高齢医学 教授 

 

 

研究要旨 本研究は認知症の人の意思が尊重され、住み慣れた地域でできる限り長く暮らし

ていける社会を実現すること、そのような“認知症高齢者にやさしい地域”を作ることを大

目的としているが、今年度は、① 認知症のひと本人、家族介護者を対象として医療・介護等

の介入を行い、その効果を本人の QOLや家族の介護負担度等客観的な指標を用いて評価、② 

認知症の病期分類（軽度、中等度、重度）に基づいた適時・適切な生活支援策（ケアパス）

の構築と利用推進、③ 三鷹市ならびに近隣都市での“認知症にやさしいまち”作りの支援、

④ 家族教室の効果測定⇒効用をランダム介入試験で評価、⑤ 認知機能低下者の運転免許更

新に関する地域での具体的対応策の検討等の研究・事業を行った。 

①について、地域活動への参加の有無で 2群に分けた場合、不参加群では Zarit（介護者の

負担）が増加したのに対して、参加群では減少した。また、EQ5D効用値（本人の QOL）は、

不参加群では QOLが僅かに低下したのに対して参加群では QOLが僅かに上昇した。このこ

とから、本人が継続的に地域活動に参加することが本人の QOL改善につながり、ひいては介

護者の介護負担軽減につながることが示唆された。②について、平成 28年度に作成した「知

ってあんしん認知症ガイドブック（三鷹市）」を改定した。このなかには、認知症を症状によ

って軽度、中等度、重度に分けて、それぞれの段階で、相談、家族支援、医療受診、サービ

ス利用などがマップとともに具体的に示されている。③について、平成 29年は 11月 18日に

「認知症にやさしいまち三鷹」を開催した。今回は“情動刺激”をテーマとし、第 1 部では

「演劇で情動機能を刺激し、認知症を改善～感動豊かな生活を送ろう～」の講演、第 2 部で

は演劇情動療法の実演を認知症のひとと家族を交えて行った。④について、介護者心理支援

プログラム（CEP）への参加によって、介護者の主観的介護負担感は増大したものの、「介護

コーピング」や「肯定的介護評価」の改善によって、抑うつ（CES-D）は有意に改善するこ

とがわかった。⑤について、平成 29年 3月 30日と 31日の 2回、認知機能低下高齢者の運

転免許更新に関する対策会議を 6 市を対象に行った。第一部では警視庁運転免許本部の警部

と警部補による概要説明と質疑、第二部では各市に分かれて具体策の検討を行った。これに

基づいて、平成 29 年度に 6市において、認知症疾患医療センターとかかりつけ医、もしくは

サポート医による対応方法を流れ図で明示するよう具体策を講じた。 

来年度は、認知症高齢者にやさしい地域（Age and Dementia Friendly Community）を作

るためのガイドラインの作成を目指す。 

 



2 
 

研究分担者 

櫻井 孝 ：国立長寿医療研究センター もの忘れセンター長 

木之下 徹：のぞみメモリークリニック 院長 

 

Ａ．研究目的 

急増する認知症高齢者への対応策は喫緊

の課題であり、新オレンジプランで国策と

して取り扱われている。そのなかで、認知

症の人の意思が尊重され、住み慣れた地域

でできる限り長く暮らしていける社会を実

現することが目標と掲げられている。認知

症の人をどのように支えるかは“地域”の

重要な課題であり、認知症の状態に応じて

適切な医療、介護サービスを提供する体制

を整える必要がある。 

研究代表者は平成 24～26年度に厚生労

働科学研究費補助金（認知症対策総合研究

事業“病・診・介護の連携による認知症ケ

アネットワーク構築に関する研究事業

（H24－認知症－一般－002）”で、認知症

連携組織の構築と協議会の定期的開催、早

期診断ツール、情報交換ツールの作成と効

果検証、在宅相談機関向け認知症対応マニ

ュアルの作成と効果検証などの成果をあげ

た。一方、地域のなかでさらに認知症の人

と家族を支えるためには、認知症の人や家

族の視点に立ったまち作りを進めていく必

要性を感じ、これを研究テーマとした。す

なわち、「認知症の人やその家族の視点に立

った医療・介護等のシステムの構築（認知

症地域包括ケア社会の実現を目指した街づ

くり）と、そのためのガイドラインの作成」

を大目的と定めた。 

今年度は具体的には以下の①～⑤につい

て実施した。① 認知症のひと本人、家族介

護者を対象として医療・介護等の介入を行

い、その効果を本人の QOLや家族の介護負

担度等客観的な指標を用いて評価する。② 

認知症の病期分類（軽度、中等度、重度）

に基づいた適時・適切な生活支援策（ケア

パス）の構築と利用推進。③ 三鷹市ならび

に近隣都市での“認知症にやさしいまち”

作りの支援。④ 家族教室の効果測定⇒効用

をランダム介入試験で評価。⑤ 平成 29年

3月に行った認知機能低下高齢者の運転免

許更新に関する対策会議に基づく 6市での

具体的対応策の検討（認知症疾患医療セン

ターとかかりつけ医、もしくはサポート医

の連携）、である。 

 

Ｂ．研究方法 

1. 認知症のひと本人、家族介護者を対象と

して医療・介護等の介入を行い、その効果

を本人の QOL や家族の介護負担度等客観的

な指標を用いて評価する 

研究デザイン： 24 週間の前向き観察研究 

対象： のぞみメモリークリニックを受診し、

認知症の診断を受けた本人、および同行す

る介護者 64 組。 

介入方法： 介護保険外活動への参加の有無

により 2群に分類 

評価項目：認知機能（HDS-R, MMSE）、IADL、
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QOL 効用値（EQ-5D）、BPSD（DBD）、介護負

担度（Zarit）の初期値、活動参加後の値、

変化量により評価 

参考：EQ-5D とは健康状態を 5つの項目（移

動、身の回りの管理、ふだんの活動、痛み

／不快感、不安／ふさぎ込み）に分け、そ

れぞれについて 3件法で評価する尺度。効

用値は、得られた回答から日本語版効用値

換算表により換算される。効用値は完全に

健康を 1、死を 0と規定されている。 

調査期間：平成 29 年 5月 25 日～6月 30 日

（登録期間）、平成 29年 11 月 25 日～平成

30 年 2 月 1 日（追跡調査期間） 

2. 認知症の病期分類（軽度、中等度、重度）

に基づいた適時・適切な生活支援策（ケア

パス）の構築と利用推進 

 厚生労働科学研究費補助金認知症政策研

究事業（H24-認知症-一般-002）「病・診・

介護の連携による認知症ケアネットワーク

構築に関する研究事業」で構築した医師会

（かかりつけ医または相談医）、専門医療機

関、在宅相談機関（地域包括支援センター

他）の 3者による病・診・介護の連携協議

会を基盤として、認知症の病期に基づく適

時・適切な生活支援策（ケアパス）を平成

28 年に諸般として作成し、平成 29年に一

部を改定した。その結果を「Ｃ．研究結果」

に示す。 

3. 三鷹市における“認知症にやさしいまち”

作りの支援 

 三鷹市では毎年秋に「認知症にやさしい

まち三鷹」と題した市ほかが主催のイベン

トを開催している。平成 29 年は 11月 18 日

に開催した。 

4. 家族教室の効果測定⇒効用をランダム

介入試験で評価 

国立長寿医療研究センター・もの忘れセン

ターを受診した認知症の人の介護者 54名

を介護者心理支援プログラム（CEP）と自習

群に無作為に割り付けた。介入期間は 3カ

月間。評価項目は本人の MMSE、DBD スケー

ル、介護者の Cognitive Caregiving 

Appraisal (CCA) scale、Coping Strategies 

Scale (CSS)、Zarit-Burden-Interview、

CES-D ほか 

5. 認知機能低下者の運転免許更新に関す

る地域での具体的対応策の検討 

 平成 29年 3月 12 日の改正道路交通法施

行開始に伴い、北多摩南部医療圏の三鷹、

武蔵野、調布、狛江、小金井、府中の 6市

の認知症疾患医療センターならびに行政、

医師会等の関係者を集め、6市における、

認知機能低下高齢者の運転免許更新に関す

る対策会議を 3月 30 日と 31日に 2回に分

けて行った。これに基づいて、6市で認知

症疾患医療センターとかかりつけ医、もし

くはサポート医の連携による具体的対応策

を検討する。 

（倫理面への配慮）研究の実施にあたって

厚生労働省が定める「臨床研究に関する倫

理指針」を遵守した。アンケート調査は匿

名で行い、個人情報保護に努めた。また、

認知症のひと本人、家族介護者を対象とす

る QOL や介護負担度の評価研究に関しては

杏林大学医学部倫理委員会で承認を受けた。 

 



4 
 

Ｃ．研究結果 

今年度の研究実績を以下に示す。 

1. 認知症のひと本人、家族介護者を対象と

して医療・介護等の介入を行い、その効果

を本人の QOL や家族の介護負担度等客観的

な指標を用いて評価する 

1) 地域活動への参加の有無およびその内

容：初回調査においては 22 例（全体の

34.4%）、追跡調査においては 14例（34.1%）

で、何らかの地域活動への参加が報告され

た。内容は多岐にわたり、水泳、体操、輪

投げなどの運動教室、テニスや卓球など人

と一緒に行うスポーツ、囲碁、将棋、俳句

や短歌、手芸、楽器演奏、シャンソン、謡

い、コーラス、仲間とのカラオケ、料理、

刺繍などの趣味の教室、友人との集まり、

学校などの施設で戦争体験を話す会、地域

の行事や町会、同業者の集まりなど、個人

的活動といえるものから社会的活動といえ

るものまでさまざまであった。期間は、初

回調査時以前より取り組まれていたものが

多く、しかし、なかには追跡期間中に新た

に始められたケースもあった。 

2) 評価項目の変化量：評価項目の変化量に

関する分析に先立ち、初回調査のみに参加

した群と追跡調査に続けて参加した群との

等質性について検討した。その結果、Zarit

平均得点は、初回調査のみに参加した群で

は 35.0 点（SE=4.816）、追跡調査に続けて

参加した群では 24.0 点（SE=2.33）であり、

有意な群間差が認められた

（t=2.33,p=0.0237）。その他の項目に関し

ては、有意差はみられなかった。以上より、

群の等質性はおおむね保たれたと考えられ

た。追跡調査時の各評価項目を表 3-1 に示

した。ここで、介護保険以外の地域活動へ

の参加の有無によって、各評価項目の変化

量が異なるかどうかを検討した（表 3-2）。

その結果、Zarit 得点において、地域活動

に参加していない群では得点が上昇したの

に対して参加している群では得点が低下し、

有意な群間差が認められた。また、EQ5D 効

用値において、地域活動に参加していない

群では値が僅かに低下したのに対して参加

している群では値が僅かに上昇し、10%水準

の有意傾向ではあるが群間差がみられた。 

上記以外の項目に関しては、有意差はみ

られなかった。 

 

 

  

2. 認知症の病期分類（軽度、中等度、重度）

に基づいた適時・適切な生活支援策（ケア

パス）の構築と利用推進 

 三鷹市では認知症の病期に基づく医療・

介護・福祉サービスの具体的な提供策を地

域資源の明示と併せて冊子の形で示した。 
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これはいわゆる認知症ケアパスである。 

このなかには、厚生労働科学研究費補助金

認知症政策研究事業（H24-認知症-一般-002）

「病・診・介護の連携による認知症ケアネ

ットワーク構築に関する研究事業」で構築

した医師会（かかりつけ医または相談医）、

専門医療機関、在宅相談機関（地域包括支

援センター他）の 3者による病・診・介護

の連携体制のことが盛り込まれている。 

 

そのほか、認知症相談窓口、介護者広場、

オレンジカフェ、家族交流の場、認知症・

介護学習の場などの支援策が、病期に応じ

て示されているほか、三鷹市地図上でも示

されている。 

  

  

 

3. 三鷹市における“認知症にやさしいまち”

作りの支援      

 平成 29年は 11月 18 日に「認知症にやさ

しいまち三鷹」を開催した。この会のテー

マは「認知症の人の情動刺激」であり、第

1部では「演劇で情動機能を刺激し、認知

症を改善～感動豊かな生活を送ろう～」の

講演、第 2部では演劇情動療法の実演を認

知症のひとと家族を交えて行った。 
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4. 家族教室の効果測定⇒効用をランダム

介入試験で評価 

介入プログラム（CEP）により、介護者の

抑うつ（CES-D）が有意に改善し、対照（自

習）群で増悪した。また、CEP により介護

者の「介護充足感」、「認知症の人への愛情」、

「介護による自己成長感」、コーピング技術 

(介護をポジティブに受容すること、インフ

ォーマルサポートの活用、フォーマルサポ

ートの活用)が改善した。 

5. 認知機能低下者の運転免許更新に関す

る地域での具体的対応策の検討 

 平成 29年 3月 30 日と 31 日の 2回、認知

機能低下高齢者の運転免許更新に関する対

策会議を北多摩南部医療圏の三鷹、武蔵野、

調布、狛江、小金井、府中の 6市の認知症

疾患医療センターならびに行政、医師会等

の関係者を集めて行った。会の最初に警視

庁運転免許本部の警部と警部補が参加し、

概要の説明があった。その後、質疑応答、

各市に分かれて具体策の検討を行った。そ

の後、平成 29 年度に 6市のそれぞれにおい

て、認知症疾患医療センターとかかりつけ

医、もしくはサポート医の連携による具体

的な対応方法を流れ図を作って明示するよ

う策を講じた。 

 

Ｄ．考察 

以下、項目別に考察を加える。 

「1. 認知症のひと本人、家族介護者を対象

として医療・介護等の介入を行い、その効

果を本人の QOL や家族の介護負担度等客観

的な指標を用いて評価する」について 

 本研究では一定の観察期間ののち、当該

観察期間中もしくはその前から開始され継

続している介護保険以外の地域活動への参

加の有無による、評価項目の変化量の違い

について分析した。その結果、地域活動に

参加していない群では Zarit 得点が上昇し

たのに対して参加をしている群では Zarit

得点が低下し、両群の変化量に有意差が認

められた。また、EQ5D 効用値において、地

域活動に参加していない群では値が低下し

たのに対して参加している群では値が上昇

し、両群の変化量に有意傾向の差がみられ

た。以上の結果から、本人が継続的に地域

活動に参加することが介護者の介護負担軽

減につながることが示唆された。有意傾向

ではあるが、地域活動への参加している群

では本人の QOL が改善する傾向がみられて

おり、それに伴って介護負担軽減につなが

った可能性も考えられた。しかしながら、

本研究では医療的介入や日常生活に関する

統制を一切しておらず、地域活動への参加

の内容や期間、頻度もさまざまであったた

め、その効果を検出するうえで限界があっ
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た。また、初回調査の時点で、地域活動に

参加している群は参加していない群に比べ

て HDS-R および MMSE 得点が高く、女性にお

いて IADL 得点が高いなど、認知機能や日常

生活の状態が良いことが地域活動への参加

を容易にしたと推測される状況にあった。

このことから、本研究の調査結果は、より

広範な集団における地域活動への参加の効

果を検討するうえで十分な結果ということ

はできない。 

2. 認知症の病期分類（軽度、中等度、重度）

に基づいた適時・適切な生活支援策（ケア

パス）の構築と利用推進 

 東京都三鷹市では隣接する武蔵野市とと

もに平成 20 年から三鷹武蔵野認知症連携

の会を組織し、医療、介護の連携体制を構

築してきた。その活動の中で、かかりつけ

医もしくは相談医（医師会）、専門医療機関

（杏林大学病院他）、在宅相談機関（地域包

括支援センター他）の 3者間の情報交換シ

ートを用いた連携システムを作った。一方

で、認知症にやさしいまち作りのためには、

認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラ

ン）の７つの柱の中にも謳われている“認

知症の容態に応じた適時・適切な医療・介

護等の提供（地域包括ケア）”、“認知症への

理解を深めるための普及・啓発の推進”、「認

知症の人を含む高齢者にやさしい地域づく

りの推進」、“認知症の人の介護者への支援”、

“認知症の人やその家族の視点の重視”の

必要性を感じ、今年度はこれを研究テーマ

に定めた。 

 具体的には東京都三鷹市で、認知症の病

期に基づく医療・介護・福祉サービスの提

供策を具体的に示すこと（認知症ケアパス

の作成）、“認知症への理解を深めるための

普及・啓発の推進”、“認知症の人やその家

族の視点の重視”家族教室の効用の客観的

評価（櫻井担当）を行った。結果に示した

ように、三鷹市で認知症ケアパス冊子を作

成し、その中に、認知症の病期に応じた各

地域の医療・介護・福祉支援サービスが具

体的に、マップとともに示されている。こ

れによって、市民は各サービスを受けるた

めの具体的な方法がわかるようになった。

また、この中には、医師会（かかりつけ医

または相談医）、専門医療機関、在宅相談機

関（地域包括支援センター他）の 3者によ

る病・診・介護の連携体制のことも盛り込

まれている。 

 そのほか、認知症相談窓口、介護者広場、

オレンジカフェ、家族交流の場、認知症・

介護学習の場など“認知症の人や介護者へ

の支援”策も示されている。今後、このよ

うな資源がどの程度活用されていて、それ

が認知症の人やその家族のためになってい

るかを検証していく予定である。 

3. 三鷹市における“認知症にやさしいまち”

作りの支援 

 三鷹市は、市の目標のひとつとして“認

知症にやさしいまち”作りを掲げている。

これは新オレンジプランの 7つの柱のひと

つにも掲げられている（「認知症の人を含む

高齢者にやさしい地域づくりの推進」）。ま

た、新オレンジプランには「認知症への理

解を深めるための普及・啓発の推進」も示
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されており、これを意識して毎年秋に“認

知症にやさしいまち三鷹”のイベントを行

っている。平成 29 年度は“情動刺激”をテ

ーマとした。 

 認知症のひとは知的機能は低下している

かもしれないが、情動は豊かであり、それ

を刺激することによって、大脳を賦活化し

ようとするものである。実際に、演劇情動

療法を行うことで、普段言葉を発しなかっ

た認知症者が会話を始めることが経験され

ている。 

 今回の演劇情動療法を実演したことで、

今後三鷹市でもオレンジカフェなどで実践

できる可能性がある。 

4. 家族教室の効果測定⇒効用をランダム

介入試験で評価 

 介護者心理支援プログラム（CEP）参加群

において、介護者の主観的介護負担感は増

大したものの、抑うつスコア（CES-D）が有

意に低下した。その背景には、介護コーピ

ング：「介護をポジティブに受容すること」、

「インフォーマル、フォーマルなサポート

を活用できるようになったこと」、また、介

護面で「介護充足感」, 「認知症の人への

愛情」, 「介護による自己成長感」スコア

が有意に上昇したことが関係していると考

えられる。すなわち、「介護コーピング」や

「肯定的介護評価」の上昇が、ストレス緩

衝になり、最終的に介護ストレスを低減さ

せたと考えられる。 

5. 認知機能低下者の運転免許更新に関す

る地域での具体的対応策の検討 

 第一部で警視庁運転免許本部の警部と警

部補から概要の説明があった後、質疑応答、

各市に分かれて具体策の検討を行った。そ

の際、認知症疾患医療センターとかかりつ

け医、もしくはサポート医の対応方法を流

れ図を作って明示した。 

 6 市での実際の対応者数は確認できてい

ないが、警察庁の統計値によれば、第 1分

類と診断された 24,816 人のうち、自主返

納・不更新・取消し等で「運転を断念した

者」が 60.3%（自主返納 44.5%、不更新 10.4%、

取消し停止 5.4%）、6か月後に診断書を提出

する「認知症のおそれがあり、医師の診断

を受けながら運転を継続する者」が 28.7%、

認知症ではなく、条件なしの継続（3年後

に更新）が 10.8%というデータが出ており、

認知症のおそれがある第１分類と判定され

た人は、その６割が運転を止め、認知症で

はないと診断された 1割を除く、3割が継

続的な医師の診断を受けつつ運転をしてい

るという状況がわかった。（診断書を提出し

た人の割合は、約 45%） 

 自主返納者が多いことがわかり、必ずし

も医療機関を受診しなかったひとが相当数

いたと推察される。 

 

Ｅ．結論   

今年度は、① 認知症のひと本人、家族介

護者を対象として医療・介護等の介入を行

い、その効果を本人の QOLや家族の介護負

担度等客観的な指標を用いて評価する。② 

認知症の病期分類（軽度、中等度、重度）

に基づいた適時・適切な生活支援策（ケア

パス）の構築と利用推進。③ 三鷹市ならび
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に近隣都市での“認知症にやさしいまち”

作りの支援。④ 家族教室の効果測定⇒効用

をランダム介入試験で評価。⑤ 認知機能低

下者の運転免許更新に関する地域での具体

的対応策の検討等の研究・事業を行った。 

今年度の成果をふまえて、平成 30年度は、

①“医療、介護等の介入の実施、ならびに

効果を本人の QOL、家族の介護負担度など

客観的な方法を用いた評価研究”のデータ

解析と追跡調査、② 認知症の病期に基づい

た適時・適切な医療・介護等を提供するた

めの生活支援策（認知症ケアパス）の利用

状況の確認、③ ICTによる多職種協働と在

宅医療の推進、④ 三鷹市ならびに近隣都市

での“認知症にやさしいまち”作りの推進、

⑤“認知症にやさしいいまち”への取り組

みの国際比較、⑥ 認知症高齢者にやさしい

地域（Age and Dementia Friendly 

Community）を作るためのガイドラインの

作成（尾島班との共同作業）を行うことを

予定している。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

1) T Obara，K Nagai，A Hirasawa，S Shibata，

H Koshiba，H Hasegawa，T Ebihara，K 

Kozaki：Relationship between cerebral 

White Matter Hyperintensities and 

Sympathetic Nervous Activity in 

elderly：GGI in press． 

2) 神﨑恒一：Ⅷ専門職の養成強化 日本老

年医学会専門医．日本臨牀 76(1135)実

地医療のための最新認知症学：334-338，

2018． 

3) 神﨑恒一：認知的フレイル．THE 

BONE31(3):41-44，2017． 

 

2. 学会発表 

1) 神﨑恒一：（合同シンポジウム）東京都

多摩地区における認知症のひとを支え

る仕組みづくり．第 59回日本老年医学

会学術集会、第 30 回日本老年学会総会，

名古屋，2017 年 6月 14 日． 

2) 神﨑恒一：認知症診療における地域連携．

第二期 TRACC 中枢コース集合研修，東京，

2017 年 6月 19 日． 

3) Kumiko Nagai，Ai Hirasawa，Hitomi 

Koshiba，Shigeki Shibata，Taiki 

Miyazawa，Koichi Kozaki：Relationship 

between Cerebral Hemodynamics and the 

Severity of Cerebral White Matter 

Hyperintensities among the Elderly 

Patient．The 21th IAGG World Congress 

of Gerontology and Geriatrics，USA，

July 23-27th，2017． 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1． 特許取得  なし 

 

2． 実用新案登録  なし 

 

3．その他  なし 



10 
 

厚生労働科学研究費補助金 (認知症政策研究事業) 
分担研究報告書 

 
介護者の心理支援を行う教育プログラム（CEP）の作成と検証 

 
研究分担者 櫻井 孝 国立長寿医療研究センター もの忘れセンター長 

   
研究要旨  
新オレンジプランの骨格は、認知症の人・家族を中心とした認知症医療・ケア
を提供することである。今後、どのように認知症の人や家族をサポートすべきか
について、具体的な方策を明らかにする必要がある。私どもは、これまで認知症
疾患センターで認知症の人を介護している家族を対象に家族教室を行ってきた。
家族のニーズ調査から始め、個々の課題に対して家族教育を実践し、家族教室で
求められるプログラムを抽出してきた。本研究では、作成された介護者心理支援
プログラム（CEP：3か月が 1コース、6回のセッションから成る）の効果を検証
するために、RCT による検証を行った。 
対象はもの忘れセンターに通院する認知症高齢者の介護者 54 名である。医学（認
知症の種類、治療法）、認知症ケア（パーソンセンタードケア・BPSD の種類とケア
方法・認知症をもつ人の理解方法）、心理（認知症をもつ人とのコミュニケーショ
ン）、社会福祉（介護者を取り巻く環境・社会的支援の利用）からなる CEP の効果
を RCT で検証した。BPSD（DBD）、介護負担尺度（J-ZBI）、うつ（CES-D）、介護コ
ーピング（Family Crisis Oriented Personal Evaluation Scale）、介護認知評価
（Cognitive Caregiving Appraisal)を評価した。CEP による介入により、うつの
指標が改善し、対照（自習）群では増悪した。また、CEP により、「介護充足感」、
「認知症の人への愛情」、「介護による自己成長感」と、3つのコーピング技術 (介
護をポジティブに受容すること、インフォーマルサポートの活用、フォーマルサ
ポートの活用)が改善した。レクチャーと相互交流で提供される CEP が、介護者の
介護コーピングや肯定的介護評価を上昇させること、介護ストレスを低減させる
ことが実証された。 
本研究で検証された CEP プログラムは、テキスト化（DVD 含む）した。また、
家族教室の企画・運営ガイドブックを作成した。今後は地域での介護者教室で
の利用について調整したい。 

 

Ａ．研究目的 

新オレンジプランでは、本人・家族を

中心とした認知症医療・ケアを提供する

ことが明記されている。地域でも介護教

室・認知症カフェの設置が進んでいるが、

その効果、質についてはいまだ不明なと

ころが多い。どのように本人や家族をサ

ポートすべきかについて、具体的な方策 

を提示していく必要がある。 

 

私どもは、認知症疾患センターで認知

症の人を介護している家族を対象に、家

族教室を 5 年以上に渡り実践してきた。

「家族のニーズは病期により異なる」、ま

た、「介護負担は家族の受け止め方によっ

ても変わる」と仮説し、まずニーズ調査

を行い、個々の課題に対する指導内容を

考え指導を実践してきた。教室では必ず

アンケートで参加者の評価を調査し、私
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どもが提供した教育内容が役立つものか

を検証してきた。その結果、作成された

介護者心理支援プログラム（CEP）は 3

か月が１コース、6回の教育セッションか

ら成る。本研究では CEP の効果を、RCT

により検証した。 

本年度は CEP の有効性を論文化（投稿

中）し、家族教室の運営マニュアルを作

成し書籍としてまとめた。私どもの家族

教室のこころみが、地域でのカフェや介

護教室で役立つことを期待している。 

 

 

Ｂ．研究方法 

本研究は、ランダム化比較試験（無作為

比較試験）である。 

Ⅰ．対象の設定 

① 研究対象 

国立長寿医療研究センター・もの忘れ

センターを受診する認知症の人の介

護者 54 名である。その臨床特性を表

１にまとめた。すでに 2年以上の介護

年数を持つものを対象とした。被介護

者の平均年齢は 77.5 歳、アルツハイ

マー型認知症（AD）が約 80％を占め

た。 

表１ 

 Initial 
sample (n = 
54) 

PEP group 
(n=27) 

Control 
group (n=27) 

P-value  
[PEP vs 
Control] 

Characteristics n (%), Mean 
± SD 

n (%), 
Mean ± SD 

n (%), Mean 
± SD 

 

Caregivers     
 Male/Female, n (%) 6 (11.1) / 

48 (88.9) 
3 

(11.1)/24 
(88.9) 

3 (11.1)/24 
(88.9) 

0.610 ‡ 

 Age group (years), n (%)    0.661 †  
   20s 
   30s 
   40s 
   50s 
   60s 
   70s 

1 (1.9) 
1 (1.9) 
12 (22.2) 
14 (25.9) 
19 (35.2) 
7 (12.9) 

1 (3.7) 
1 (3.7) 
6 (22.2) 
5 (18.5) 
10 (37.0) 
4 (14.9) 

0 (0.0) 
0 (0.0) 
6(22.2) 
9(33.3) 
9 (33.3) 
3 (11.2) 

 

   Years of education 13.9 ± 1.9 12.9 ± 
2.2 
13.2 ± 1.7 0.670 * 

Caregiving experience 
(yes), n (%) 
 
Years of caregiving 
Time of caregiving 
(hours per day) 

12 (22.2) 
 

2.6 ± 2.0 
4.9 ± 4.2 

5 (18.5) 
 

2.4 ± 2.0 
4.5 ± 3.7 

7 (25.9) 
 

2.6 ± 1.9 
5.2 ± 4.7 

0.745 ‡ 
 
0.965 * 
0.579 * 

Family attributes, n 
(%) 

   >0.999 ‡ 
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    Spouse 
Daughter or son 
Daughter- or son- 

in-law 
Other 

20 (37.0) 
21 (38.9) 
7 (13.0) 
6 (11.1) 

10 (37.0) 
10 (37.0) 
4 (14.8) 
3 (11.2) 

10 (37.0) 
11 (40.6) 
3 (11.2) 
3 (11.2) 

 

Cohabitating with people 
with dementia (yes), n (%) 

47 (87.0) 23 (85.2) 24 (88.9) >0.999 ‡ 

Use of long-term care 
insurance system (yes), n 
(%) 

27 (50.0) 13 (48.1) 14 (51.2) 0.395 ‡ 

Japanese Zarit Caregiver 
Burden Interview (J-ZBI) 

28.8 ± 17.7 32.1 ± 
20.0 
25.5 ± 14.7 0.182 * 

② 参加基準 

１：認知症患者が国立長寿医療研究セン

ター外来通院中、２：在宅介護を継続中、

３：認知症確定診断がついており、2年以

上が経過している、４：研究への説明同

意が得られていること。 

 

 

③ 介入と期間 

CEP/自習はそれぞれ 3カ月間とした。CEP

のプログラムを表 2に示す。 

④ 対象者の割付と盲検化 

ブロックランダム化を用いて対象者を無

作為に割り付けた。本研究は非薬物的介

入であるため、対象者および介入者の盲

検化は困難であった。

表２ 

Number Lecturer Topic Contents 
 

Methods and duration 
(min) 

1 
 
 
 
 
2 
 
 
3 
 
 
4 
 
 
5 
 
 
6 

Physician 
  
  
 
 
Nurse 
  
 
Nurse 
  
 
Nurse 
  
 
Psychologist 
  
 
Social 
worker 

Medical 
treatment 
 
 
 
Dementia 
care 1 
 
Dementia 
care 2 
 
Dementia 
care 3 
 
Psychology 
 
 
Social 
welfare 

Types of dementia, 
treatment methods 
(including 
non-pharmacotherapy) 
 
Concept of person 
centered care 
 
Methods of coping with 
dementia 
 
Skills for dealing 
with people with 
dementia 
 
Skills for listening 
to people with 
dementia  
 

Lecture, Q&A (90) 
 
 
 
 
Lecture, group work 
(90) 
 
 
Lecture, group work 
(90) 
 
 
Lecture, case study 
(90) 
 
 
Lecture, group work 
(90) 



13 
 

Caregivers’ 
relationships with 
people and 
environment; 
selecting and using 
social support  

  
 
Lecture, group work 
and practice;  
my caregiving map (90) 

 

Ⅱ．データ収集方法と解析 

① データ収集先と期間 

介入開始時および介入開始 3 カ月後にデ

ータ収集のために自記式アンケート調査

を行った。同時に、電子カルテに所蔵さ

れている、本研究参加直近の包括的アセ

スメント評価結果から要介護者の属性デ

ータを抽出した。 

②評価項目 

１：要介護者の状況 

認知症の状態：MMSE、認知症の周辺症状

の状態：DBD スケール、 

身体機能状態：Barthel-Index、身体疾患

の有無と種別、要介護度、日常生活自立

度 

２：介護者の状況 

介護年数、性別、教育歴、介護サービス

利用状況と経費、介護から離れる時間の

確保状況、支援家族の有無、相談相手の

有無、要介護者との関係、就労有無、 

認知的介護評価：介護に対する肯定的評

価と否定的評価の両側面を評価する

Cognitive Caregiving Appraisal (CCA) 

scale を用いた。 

介護者の対処方略：介護者の対処方法等

を Coping Strategies Scale (CSS)で評価。 

介 護 負 担 感 ： 日 本 語 版

Zarit-Burden-Interview 等 

精神状態： CES-D 

（倫理面への配慮） 

本研究は疫学研究に該当する。「臨床研究

に関する倫理指針」（厚生労働省，平成 20

年 7 月 31 日全部改正）に則り、研究を遂

行した。 

対象となる介護者教室参加者に対し、調

査主旨について、別に定める同意説明文

書に基づいて十分に説明し、参加者が内

容をよく理解したことを確認の上で、自

由意思による同意を文書で得た。 

同意取得日を記入した同意書は、研究実

施機関内の施錠が可能な保管庫で一括管

理した。本研究で実施するアンケート調

査は、倫理・利益相反委員会に諮り、承

認後に実施した。 

得られたデータは、連結可能な匿名化

状態で保存した。匿名化データは、ファ

イルをパスワード管理した上で、外部記

憶装置に保存し、その上で、匿名対応票

と共に、研究代表者および研究分担者が、

鍵のかかる保管庫（国立長寿医療研究セ

ンター臨床研究推進部）にて管理した。
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Ｃ．研究結果 

① 介入プログラム群の効果（表３） 

介入プログラムにより、抑うつ（CES-D）

の成績が有意に改善した。また、CEP によ

りポジティブな変化をしたものは、

CCA-1: 介護充足感, CCA-2: 認知症の人

への愛情, CCA-3: 介護による自己成長感

と、3 つのコーピング (CSS-2: 介護をポ

ジティブに受容, CSS-4: インフォーマル

サポートの活用、CSS-5: フォーマルサポ

ートの活用)項目であった。一方、両群で

J-ZBI は増加し、DBD は CEP 群で増加傾向

を示した。 

表 3 
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Ｄ．考察 

本研究で用いた CEP は、認知症の病態に

関する知識よりも、BPSD への対応方法、

認知症を持つ人の思いを聴く方法、介護

者の内的・外的状況を把握し対処方法を

検討する自己覚知方法など、介護の実践

的な内容から構成されていた。これらの

コンテンツは、先行研究で実施した家族

介護者のニーズに即したものである

（Seike, et al. 2016）。また、講義方法

も座学だけではなく、グループワークや

グループディスカッションを多用し、相

互交流を図った。 

両群において DBD スコアは両上昇傾向

を示し、J-ZBI の成績も上昇を示した。進

行性認知症の進行に伴い、J-ZBI で確認さ

れる介護負担は上昇した。しかし、主観

的介護負担感が増加しても、CEP 参加群の

3 か月変化量につき、「抑うつ」スコアが

有意に減少した。その背景には、介護コ

ーピング：「介護をポジティブに受容する

こと」、「インフォーマル、フォーマルな

サポートを活用できるようになったこ

と」、また、介護評価で「介護充足感」, 「認

知症の人への愛情」, 「介護による自己

成長感」スコアが有意に上昇した点があ

ろう。つまり、個の変化は、ストレス反

応媒介要因に該当する「介護コーピング」

や「肯定的介護評価」の上昇が、ストレ

ス緩衝になり、最終的に介護ストレスを

低減させると考えられた。 

以上により、レクチャーと相互交流で

提供される、CEP が、介護者の介護コーピ

ングや肯定的介護評価を上昇させること、

介護ストレスを低減させることが実証さ

れた。 

 

Ｅ．結論 

本研究の結果、プログラム参加前後３か

月間の変化で、介入群（CEP プログラム参

加群）につき、J-ZBI が上昇しても、介護

者の内的状態への対処、外的状態（介護

環境）への対処が上昇し、抑うつ（CES-D）

が心理的反応が有意に低減する結果が示

された。 

これまで私どもは、認知症家族教室とし

て、診断直後の家族が困惑している時期

の教室、また本研究のように介護を数年

経験して新たな悩みを持つ家族への教室

を実践してきた。これらは私どもの病院

で有効に機能することが実証されたが、

この知見を広く周知することが重要であ

ろう。そのために、本研究で検証された

CEP プログラムは、テキスト化（DVD 含

む）して作成した。また、認知症家族教

室の運営マニュアルをまとめた書籍：「認

知症会議お教室」企画・運営ガイドブッ

ク（中央法規）を作成した。同書籍は平

成 30 年 4月に刊行される予定である。本

書が地域での介護教室、カフェなどでも

役にたつことができれば幸いである。 
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意味を問い直す― 
2. 第 59 回日本老年医学会学術集会
（2017.6.14-16. 名古屋）. 合同シ
ンポジウム 2. 清家理、大久保直樹、
住垣千恵子、藤崎あかり、竹内さや
か、森山智晴、水野伸枝、武田章敬、
佐治直樹、遠藤英俊、鳥羽研二、櫻
井 孝. 「4.認知症の人及び家族介
護者に対する心理社会的支援の効果
検証-「集う」ことの意義を問いなお
す- 
3. 第 7 回 日 本 認 知 症 予 防 学 会
（2017.9.22-24. 岡山）. 山智晴、
清家理、竹内さやか、大久保直樹、
藤崎あかり、水野伸枝、鳥羽研二、
櫻井 孝. 認知症の人や家族介護者
のための集いの場に必要な支援内容
の探索研究 
4. 第 7 回 日 本 認 知 症 予 防 学 会

（2017.9.22-24. 岡山）. 清家理、
森山智晴、竹内さやか、大久保直樹、
藤崎あかり、水野伸枝、鳥羽研二、
櫻井 孝. 集団的家族介護者支援従
事者に対する教育的支援プログラム
開発研究-持続可能な認知症カフ
ェ・認知症家族介護者教室開催のた
めに- 
5. 第 7 回 日 本 認 知 症 予 防 学 会
（2017.9.22-24. 岡山）. 竹内さや
か、清家理、森山智晴、大久保直樹、
藤崎あかり、水野伸枝、佐治直樹、
堀部賢太郎、鳥羽研二、櫻井 孝. 認
知症家族介護者と集団的家族支援運
営者の実態調査 
6. 第 36 回 日本認知症学会学術集会 
（2017.11.24-26. 金沢）. 櫻井 孝、
清家理、竹内さやか、大久保直樹、
森山智晴、梶野陽子、藤崎あかり、
水野伸枝、佐治直樹、鳥羽研二. 認
知症家族介護者に対する心理社会的
教育支援の持続効果 
7. 第 36 回 日本認知症学会学術集会 
（2017.11.24-26. 金沢）. 竹内さや
か、清家理、大久保直樹、藤崎あか
り、水野伸枝、佐治直樹、堀部賢太
郎、鳥羽研二、櫻井 孝. 認知症家
族介護者のニーズと集団的家族支援
の地域展開への課題 
8. 第 36 回 日本認知症学会学術集会 
（2017.11.24-26. 金沢）. 清家理、
竹内さやか、森山智晴、梶野陽子、
大久保直樹、藤崎あかり、水野伸枝、
佐治直樹、堀部賢太郎、鳥羽研二、
櫻井 孝. 認知症家族介護者教室お
よび認知症カフェの運営者に対する
支援方法の妥当性検証 
 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む。） 
1．特許取得 
 なし 
 
2．実用新案登録 
 なし 
 
3．その他 
 なし 
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① 研究課題名 

認知症のひと本人、家族介護者に対する介入効果に関する研究 

② 著者名 

安田朝子 1、土屋景揮 1、青山聡子 2、本多智子 3、池田博子 3、鹿渡里美 3、中村千由

里 3、水谷佳子３、望月謙治 4、田口綾 4、木之下徹 5 

③ 所属 

1 のぞみメモリークリニック、臨床心理士 

2 同精神保健福祉士 

3 同看護師 

4 同医療事務 

5 同院長 

④ 和文抄録 

目的：地域活動への参加が認知症（もしくは疑い）の人（以下、本人）および介護者の

心理社会的アウトカムにもたらす効果を検討した。研究デザイン：24 週間の前向き観

察研究。対象：都内の認知症専門クリニックを新規受診し診断を受けた本人、および同

行する介護者がある場合はその者。地域活動への参加の有無により 2群に分類。アウト

カム：認知機能（HDS-R,MMSE）、IADL、QOL 効用値（EQ-5D）、BPSD（DBD）、介護負担度

（Zarit）の変化量により評価。結果と考察：地域活動への参加群において介護負担度

が軽減する変化があり不参加群との間に有意な差がみられたほか、QOL 効用値は参加群

でわずかに改善方向の変化があり不参加群との間に有意傾向の差がみられた。地域活動

への参加が本人および介護者の QOL 向上につながることが示唆された。 

⑤ 本文 

Ⅰ．問題と目的 

我が国における認知症の人の数は、2012 年は 462 万人、65 歳以上の高齢者の 7 人に

1 人（有病率 15.0％）とされ、Mild Cognitive Impairment（以下、MCI）を含めた数は 800

万人以上という現状にある 9)。2025 年には認知症の人だけで約 700 万人に至り、5人に 1

人になると見込まれている 13)。これをふまえ、2015 年には認知症施策推進総合戦略（新

オレンジプラン）が厚生労働省により策定された 9)。そこでは、医療や介護を含め、地

域ぐるみでの認知症の人へのより効果的な支援が目指されている。いまや認知症の人は、

これまでの「介護される存在」から、「地域の中で皆とともに主体的に暮らす障害のあ

る人」へと立ち位置を変えてきているともいえる。 

認知症に関連する具体的なアプローチのひとつとしては、心身機能・活動・参加の各

要素へのアプローチが挙げられており、各地域で認知的および身体的リハビリテーショ

ンプログラムやさまざまな取り組みが展開されている 10)。また、地域の高齢者を対象と

した運動機能向上プログラムや自主的活動等と心理社会的健康や生活機能との関連に

関する研究も行われている 2),6)。一方で、これらの取り組みは主に高齢者全般を対象と

して何らかの予防効果を期待して実施されており、認知症の人が日々の暮らしのなかで

どのように地域社会活動に参加しているのか、それがどのような波及効果をもちうるの

かについて、多くは知られていない。同時に実行力のある地域活動へ昇華するためには、

単に予防という名目で支える形から、認知症との暮らしを主体的に、前向きに取り組む

活動へのシフトが暗示されている 9)。 

そこで本研究では、上記のことを勘案し、まず認知症の人々の暮らしを支える活動に

ついて、その実態把握を含めた基礎的なデータの集積を目指し、認知症（もしくは疑い）

を有する人が取り組む地域活動への参加状況と、心理社会的アウトカムとの関係を検討

することを目的とした。これらを通じて、認知症地域包括ケアに必要な支援とその効果

測定のための指標づくりへの示唆を得たい。 
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Ⅱ．方法 

1．対象 

都内の認知症専門クリニックを新規受診し認知症（もしくは疑い）と診断された連続

例で、調査への口頭による同意が得られた者（以下、本人）を対象とした。本人に同行

する介護者がある場合には、その介護者も対象とした。調査期間は平成 29 年 5 月 25 日

から平成 29 年 6月 30 日（初回調査）ならびに平成 29 年 11 月 20 日から平成 30年 1 月

15 日（追跡調査）であった。 

2．手続き 

本研究は 24 週間の前向き観察研究として実施された。初回調査は、当該施設におけ

る初診時に実施された。データ収集は、主治医ならびに施設スタッフ（看護師、精神保

健福祉士、臨床心理士など）による面接にて実施され、必要に応じて診療記録等からも

情報を集めた。面接はあらかじめ作成された調査項目にそって行われた。 

初回調査においては 64例の協力が得られた。追跡調査は、この 64 例を対象として初

回調査から約半年後の受診時に実施された。最終的に協力が得られたのは 41 例（追跡

率 64.1%）であった。 

3．調査項目 

【本人の基本情報】 

年齢、性別、主治医による認知症診断名、服薬内容、介護保険の有無および認定内容

について把握した。同行する介護者がある場合は、本人との続柄、居住形態（同居、別

居）、本人との時間共有（常に一緒、日中は別、ほとんど一緒ではない）を把握した。 

【面接評価項目】 

・介護保険以外の地域活動への参加 

介護保険以外の地域活動への参加（外へ出かけ、人と交流する機会を伴うもの）の有

無とその内容について、本人より聴き取った。同行する介護者がある場合は介護者より

も聴き取った。 

・認知機能 

通常診療内で実施された HDS-R（改訂長谷川式簡易知能評価スケール）5)および日本

語版 MMSE（Mini-Mental State Examination）12)の得点を記録した。 

・本人の日常生活の状態 

評価時点の過去 1 か月における本人の日常生活の状態に関して情報を入手し、JABC

スケール（寝たきり度判定基準）7)、認知症高齢者の日常生活自立度 8)、日本語版 IADL

（手段的日常生活動作）尺度 4)を用いて評価した。本人による回答が困難である場合は

介護者より情報を入手した。 

JABC スケールは、日常生活の状態を、移動能力を中心に判定する基準であり、生活

自立をランク J、準寝たきりをランク A、寝たきりをランク B もしくはランク C とし、

各ランク内においてより自立度が高い場合は 1、より自立度が低い場合は 2 と判定され

る。 

認知症高齢者の日常生活自立度は、日常生活の状態を、通常みられる症状や生活上の

支障によってⅠ、Ⅱa、Ⅱb、Ⅲa、Ⅲb、Ⅳ、Ⅴ(M)の 7 段階で判定する基準である。数

が大きいほどに自立度が低いことを示す。 

日本語版 IADL 尺度は、日常生活の状態を、電話の使い方、買い物、食事の準備（女

性のみ）、家事（女性のみ）、洗濯（女性のみ）、移動・外出、服薬管理、金銭の管理の

8 項目で評価する尺度であり、回答により各項目は 0点か 1点に換算される。得点範囲

は、女性は 0～8 点、男性は 0～5 点であり、点が高いほど IADL が保たれていると評価

される。 
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・本人の QOL 

評価時点の過去 1 か月における本人の QOL を、日本語版 EQ-5D3)を用いて評価した。

本人による回答が困難である場合は介護者による回答を得た。 

日本語版 EQ-5D は、健康状態を 5 つの項目（移動、身の回りの管理、ふだんの活動、

痛み／不快感、不安／ふさぎ込み）に分け、それぞれについて 3件法で評価する尺度で

ある。効用値は、得られた回答から日本語版効用値換算表により換算される。効用値は

完全に健康を 1、死を 0と規定されている。 

・BPSD（Behavioral and Psychological Symptoms of Dementia） 

同行する介護者がある場合、評価時点の過去 1 か月における BPSD に関し、介護者の

情報により DBD スケール（Dementia Behavior Disturbance Scale）11)を用いて評価し

た。 

DBD スケールは、BPSD の状態を評価する 28 項目 5 件法からなる尺度である。得点範

囲は 0～112 点で、得点が高いほど BPSD の頻度が高いと評価される。 

・介護者の介護負担度 

同行する介護者がある場合、評価時点の過去 1 か月における介護者の介護負担度に関

し、介護者の情報により日本語版 Zarit 介護負担感尺度 1)を用いて評価した。 

日本語版 Zarit 介護負担感尺度は、介護によってもたらされる身体的負担、心理的負

担、経済的困難などを総括する 22 項目 5 件法からなる尺度である。得点範囲は 0～88

点であり、得点が高いほど負担感が強いと評価される。 

4．分析方法 

本研究では、介護保険以外の地域活動への参加の有無により群分けを行い、認知機能、

日常生活の状態、QOL、BPSD、介護者の介護負担度における変化について分析した。ま

た、上記の分析に先立ち、初回調査時における地域参加の有無による各評価項目の違い

を検討した。統計的手法は t 検定もしくはχ2検定（有意な偏りがみられた場合は、5%

を棄却率とする残差分析を実施）を用いた。 

5．倫理面への配慮 

研究の実施にあたって厚生労働省が定める「臨床研究に関する倫理指針」を遵守した。

なお、本研究に関しては杏林大学医学部倫理委員会で承認を受け、実施した。 

 

 

Ⅲ．結果 

1．地域活動への参加の有無およびその内容 

初回調査においては 22 例（全体の 34.4%）、追跡調査においては 14 例（34.1%）で、

何らかの地域活動への参加が報告された。内容は多岐にわたり、水泳、体操、輪投げな

どの運動教室、テニスや卓球など人と一緒に行うスポーツ、囲碁、将棋、俳句や短歌、

手芸、楽器演奏、シャンソン、謡い、コーラス、仲間とのカラオケ、料理、刺繍などの

趣味の教室、友人との集まり、学校などの施設で戦争体験を話す会、地域の行事や町会、

同業者の集まりなど、個人的活動といえるものから社会的活動といえるものまでさまざ

まであった。期間は、初回調査時以前より取り組まれていたものが多く、しかし、なか

には追跡期間中に新たに始められたケースもあった。 

2．初回調査時の基本属性ならびに評価項目 

初回調査時における基本属性ならびに評価項目について、表１、表２-1 および表２

-2 に示した。HDS-R 得点および MMSE 得点は、介護保険以外の地域活動に参加している

群において、参加していない群に比べて有意に高かった（表１）。また、女性のみで、

IADL 得点は、介護保険以外の地域活動に参加している群において、参加していない群
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に比べて有意に高かった。 

また、表２のとおり、介護保険以外の地域活動に参加している群と参加していない群

とでは、認知症診断名、抗認知症薬服薬の有無、日常生活自立度においてばらつきがみ

られた。すなわち、介護保険以外の地域活動に参加していない群において、アルツハイ

マー型認知症（以下、AD）、抗認知症の服薬、日常生活自立度Ⅱb が有意に多い一方で、

MCI および AD 疑い、日常生活自立度Ⅰが有意に少なかったのに対し、参加している群

においては、AD、抗認知症薬の服薬、日常生活自立度Ⅱb が有意に少ない一方で、MCI

および AD疑い、日常生活自立度Ⅰが有意に多かった。 

上記以外の項目に関しては、地域活動への参加の有無による有意差はみられなかった。 
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3．評価項目の変化量 

評価項目の変化量に関する分析に先立ち、初回調査のみに参加した群と追跡調査に続

けて参加した群との等質性について検討した。その結果、Zarit 平均得点は、初回調査

のみに参加した群では 35.0 点（SE=4.816）、追跡調査に続けて参加した群では 24.0 点

（SE=2.33）であり、有意な群間差が認められた（t=2.33,p=0.0237）。その他の項目に

関しては、有意差はみられなかった。以上より、群の等質性はおおむね保たれたと考え

られた。 

追跡調査時の各評価項目を表 3-1 に示した。ここで、介護保険以外の地域活動への参

加の有無によって、各評価項目の変化量が異なるかどうかを検討した（表３-2）。その

結果、Zarit 得点において、地域活動に参加していない群では得点が上昇したのに対し

て参加している群では得点が低下し、有意な群間差が認められた。また、EQ5D 効用値

において、地域活動に参加していない群では値が僅かに低下したのに対して参加してい

る群では値が僅かに上昇し、10%水準の有意傾向ではあるが群間差がみられた。 

上記以外の項目に関しては、有意差はみられなかった。 
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Ⅳ．考察 

1．評価項目の変化量における地域活動への参加の効果 

本研究では、一定の観察期間ののち、当該観察期間中もしくはその前から開始され継

続している介護保険以外の地域活動への参加の有無による、評価項目の変化量の違いに

ついて分析した。その結果、地域活動に参加していない群では Zarit 得点が上昇したの

に対して参加をしている群では Zarit 得点が低下し、両群の変化量に有意差が認められ

た。また、EQ5D 効用値において、地域活動に参加していない群では値が低下したのに

対して参加している群では値が上昇し、両群の変化量に有意傾向の差がみられた。 

以上の結果から、本人が継続的に地域活動に参加することが介護者の介護負担軽減に

つながることが示唆された。有意傾向ではあるが、地域活動への参加している群では本

人の QOL が改善する傾向がみられており、それに伴って介護負担軽減につながった可能

性も考えられた。 

2．本研究の限界と結論 

第一に、本研究では医療的介入や日常生活に関する統制を一切しておらず、地域活動

への参加の内容や期間、頻度もさまざまであったため、その効果を検出するうえで限界

があった。また、初回調査の時点で、地域活動に参加している群は参加していない群に

比べて HDS-R および MMSE 得点が高く、また女性においては IADL 得点が高いなど、認知
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機能や日常生活の状態が良いことが地域活動への参加を容易にしたと推測される状況

にあった。このことから、本研究の調査結果は、より広範な集団における地域活動への

参加の効果を検討するうえで十分とはいえなかった。なお、追跡調査時に受診がなく追

跡不可能であった者は Zarit 得点が高かったことから、状態が良くない場合には地域活

動への参加や医療的介入の機会が奪われがちであり、その恩恵に浴することができない

ことを示唆すると考えられた。第二に、本研究の対象者は認知症専門医による診療を受

けていたことから、専門的な医療的介入との複合的な効果が生じていた可能性があった。

これらの点について、今後、専門医診療がもたらす効果や、地域活動への参加を促す仕

組みづくりをも視野に入れ、より精度を高めた検討が必要であろう。 

以上のような限界点は残るものの、地域活動に参加することは、参加しない者に比べ

て介護者の介護負担軽減につながること、また精神的健康の改善に寄与する可能性があ

ることが示唆された。観察研究である本研究の調査結果は、より現実の状況に近い集団

における変化を反映しているものとしてとらえられる利点も挙げられる。 
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Objective: To study the effects of participation in community activities on psychosocial 

outcomes in persons with dementia (or suspected dementia) and their carers. 

Methods: The samples for the first survey were 63 persons who visited specialist dementia 

clinic, and any carers who accompanied them. Twenty-four weeks later, we conducted a 

follow-up survey to study how participation in community activities influenced psychosocial 

outcomes. Finally, data from 41 persons were analyzed using t-test. 

Results: Of the samples, 22 persons (34.4%) in the first survey and 14 persons (34.1%) in the 

follow-up survey participated in community activities. Zarit burden scores were lower at 

follow-up than baseline scores for those who participated in community activities, but were 

higher for non-participants, showing a significant difference between the groups. We also found 

a 10% statistics level difference in EQ5D utility scores, which were slightly higher at follow-up 

than baseline scores for participants, but slightly lower at follow-up in non-participants. 

Conclusion: These findings suggest that participation in community activities can lead to the 

improvement of QOL for both persons with dementia (or suspected dementia) and their carers. 
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タイトル 

地域における初期の認知症の人に向けた介入事業 

 

事業・作成者 

水谷佳子１、青山聡子２、田口綾３、寺尾康子３、池田博子１、本多智子１、谷口真理子 4、

安田朝子 5、木之下徹 6 

（１）のぞみメモリークリニック看護師、（２）同精神保健福祉士、（３）同医療事務、

（４）同介護支援専門員、（５）同臨床心理士、（６）同院長 

corresponding author:水谷佳子 

 

諸言 

 認知症初期集中支援事業など国における認知症施策が時代とともに、介護者のみなら

ず、当事者へと広がってきている。認知症とともに生きる暮らしにおいて、社会の一員

であり続けるための方策を敷くことは特に重要な課題である。このような時代背景の中、

本事業においては、いわゆる初期の認知症の人 （々下記に記す「認知症が気になる人」）

の意見や提案等「～したい」という声を元に、初期の認知症の人々が主体的に参画する

場のありようを模索し実施した。 

 

活動目的：認知症が気になる人(注)が集まり話し合う場づくり 

対象者：認知症が気になる人 

期間：2017 年 4月～（今後も継続） 

会の名称：１）くらしの研究会 

開催日時：毎月 1回、約 2 時間程度/回 

場所：のぞみメモリークリニック 

参加者数：各回約 15 人 

内容：参加した人たちが話したいこと・聞きたいことなどをテーマとした話

しあい・意見交換・情報交換を行う。 

 

２）これからの暮らしを考える集まり 

開催日時：6月、8月、10 月各 1回ずつ、約 3時間程度/回 

場所：三鷹市内 集合住宅の共有スペース 

参加者数：各回約 4人 

内容：主に「これからの自分の暮らしをどうつくっていくか」をテーマとし

た話し合い・意見交換・情報交換を行う。 

 

（注） 

軽度認知障害や認知症と診断された人、診断はついていないが認知機能低下が気になる

人など。年齢・診断された時期・通院している医療機関・居住地・介護保険利用の有無

などはさまざまである。 
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